
※記載例※ 
 

第３号様式（第７条関係） 

 

ＳＤＧｓおおたゴールドスカイパートナー宣言書 

 

(宛先)大田区長 

 

私たちは、ＳＤＧｓの内容を理解し、以下のとおり、大田区とともにＳＤＧｓの推進に取

り組むことを宣言します。 

 

＜宣言日＞2025年 4月 7日 

事業者情報 

事業者名 株式会社〇〇〇〇 

代表者 職・氏名 
職名 代表取締役 

氏名 大田 太郎 

ホームページ URL（任意） https://www.ota.xxxxx.xx/ 

事業者ロゴ（任意） 

 

 

 

事業者としての 2030 年のあるべき姿 

私たちの会社は、2030年には持続可能な開発目標（SDGs）の実現に向けた先進企業とされ

ることを目指しています。 

 

 

 

これまでに取り組んでいる・これから取り組みたいＳＤＧｓ17のゴール・目標（複数選択可） 

（これまでに取り組んでいるゴール・目標：○ これから取り組みたいゴール・目標：●）  

      

   〇 〇●  

      

 ● ●   〇● 

     

 

      

※申請時に記載の内容 

今回記載いただく部分は 

２ページ目以降です。 



※記載例※ 
 

目標の達成に向けた重点的な取組内容等 

分野 

(該当分野に 

チェック) 

(複数選択可) 

ＳＤＧｓゴール

(メイン・サブ)

の数字を記入 

（複数記入可） 

目標の達成に向けた重点的な取組 

①  

経済 ✓ 【メイン】 

  5,8 

【サブ】 

3,10,16 

＜働きやすい環境づくり＞ 

・人権問題やハラスメント防止に関する研修を実施す

る。 

・育児支援制度を確立し、女性の働き方改革や育児と

仕事の両立を支える。 

社会 ✓ 

環境 ☐ 

②  

経済 ☐ 【メイン】 

12 

【サブ】 

9,11,13 

＜リサイクルの促進＞ 

・産業廃棄物のリサイクル率を 70％→90％に高める。 

・インセンティブ制度を導入する。 

・環境に優しい材料の使用を増やし、化学物質管理を

徹底する。 

社会 ✓ 

環境 ✓ 

③  

経済 ☐ 【メイン】 

  9 

【サブ】 

4,8,17 

＜技術革新の推進＞ 

・新しい技術や製品の開発を推進する。研究開発に投

資し、新しいマーケットを開拓する機会を増やす。 

・大手企業や研究機関と協力し、技術の向上や市場参

入の機会を増やす。 

社会 ✓ 

環境 ☐ 

 

 

 

 

 

進捗報告 

 進捗状況（１年目） 進捗状況（２年目） 進捗状況（３年目） 

①  

・従業員全員を対象に研修

を年２回実施。参加率

80%を達成。 

・フレックス勤務制度やテ

レワークを導入・推進し、

柔軟な働き方を可能にし

ました。 

・研修参加率が 90%に向上。

内容の改善を図り、オン

ライン研修も導入。 

・育児休業中の給与補助制

度を導入し、育児休暇取

得者の経済的負担を軽減

しました。 

・研修プログラムが成熟

し、学びの機会が持続的

に提供されています。 

・育児支援制度が定着し、

女性従業員の職場復帰率

向上や従業員満足度調査

で高評価を得る等の成果

が出ています。 

②  

・リサイクル活動を促進す

るためインセンティブ制

度を試験導入し、リサイ

・リサイクル率 85%を達成。 

・環境配慮型材料の使用割

合が 30%に到達。 

・リサイクル率が目標の

90%に到達。今後も改善を

継続します。 

※申請時に記載の内容 

※赤枠で囲まれた部分が、今回記載していただく部分です。令和７年度の取組について、１年目の欄に
記載してください。 
上記の「目標の達成に向けた重点的な取組内容等」に記載した①～③の取組の進捗状況について、具体
的に記載してください。 
文字数の制限はありませんので、次ページに跨っても構いません。 

今回の記載部分 



※記載例※ 
 

クル率 75%を達成。 

・20%の材料を環境配慮型

材料に切り替え。サプラ

イヤーとも協力し、化学

物質管理の強化を進めて

います。 

・環境配慮型材料の使用割

合が 40%になり、業界内

でもリーダー的存在とな

っています。 

③  

・新製品プロトタイプの開

発に成功し、今後のテス

トマーケティングを計画

しています。 

・地元大学と共同研究契約

を締結し、知識の獲得と

技術向上を目指していま

す。 

・プロトタイプをベースに

した新製品を正式に市場

投入しました。売上は予

測を上回っています。 

・さらに２つの研究機関と

提携し、共同研究プロジ

ェクトを開始しました。

製品の技術革新に結び付

けています。 

・新製品が業界から高い評

価を受け、売上が前年対

比で 20%増加しました。 

・研究機関とのパートナー

シップにより、新たな特

許を２件取得。革新的な

技術を市場参入の足掛か

りにしています。 

 


